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おわりに
はじめに
　水豊発電所は1937年から1944年（1941年に一部発電開始）にかけて、日本が植民地朝鮮と
悦偲「満州国」の「国際河川」である鴨緑江に築いた発電所である。これは鴨緑江本流に巨
大な重力式コンクリートダム（高さ106m、長さ900m）を築き、その直下（朝鮮側）に当時と
しては世界最大級の70万KW（実際には60万KW）を発電する計画であった。発電所建設には、
日本窒素系の鴨緑江水力発電所株式会社（以下、鴨緑江水電と略す）（野口遵社長）があたっ
た。
　私は日本が植民地支配下でおこなった「開発」の一事例研究として水豊発電所を取り上げ、
この間、水豊発電所の建設状況、水没地問題の実態を明らかにしてきだ。1〕
　今回は水豊発電所建設によって、大きな杜会問題となった鴨緑江の流筏問題を取り上げる。
鴨緑江上流の両岸から伐採された大量の鴨緑江木材は筏に組まれて下流へ流され、河口の都
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市（「満州国」側は安東、朝鮮側は新義州）では、これらの木材を利用した製材業、製紙業が
盛んであった。ところが、日本の「鴨緑江開発計画」は鴨緑江本流に6つの大発電所を建設す
るものであり、その第1期工事の水豊発電所建設によって鴨緑江本流の流れは完全に堰き止め
られた。この事態は自然環境に及ぼす影響に止まらず、流筏、並びに流筏に依拠していた河
口都市の産業や社会に大きな影響を与えた。
　日本の場合、水力発電所建設によって河川が堰き止められると、至るところで電力会社と
木材業者、漁民、関係住民との問で対立が生じ、とりわけ流筏処理方法やその費用負担をめ
ぐって大きな社会問題となった。特に庄川水力電気株式会社が庄川に建設した小牧発電所で
は1926年に木材業者が電力会社を行政訴訟するなど、流筏争議としては最大級の「庄川事件」
として知られた。2〕
　水豊発電所建設と流筏問題に関して、すでに日本側がまとめた『朝鮮電気事業史』は、「官
民の努力は充分に報いられることなく水豊発電所運転開始後における流筏は必ずしも所期の
成果を挙げられなかった」、「将来を考えた結果、〔鴨緑江〕上流の満浦鎮に子会社の大集材場
と製材工場が造られた。原始林業が総合的に近代産業への変革であった」］〕と述べている。つ
まり、水豊発電所の流筏施設はうまく機能せず、そのため新義州の製材所が上流の満浦鎮に
移転したことが明らかにされている。しかし、その具体的な経緯はこれまで不明である。し
かも、流筏をめぐって電力会社と木材業者や関係住民との間でどのような対立が生じたのか
も、これまで論じられていない。
　本稿ではこうした研究の現状を踏まえ、水豊発電所建設における流筏問題を中心に、第一
に鴨緑江両岸の森林に対する日本支配の実態、第二に日本の流筏処理案の技術的失敗、第三
に河口都市での流筏確保陳情活動、第四に流筏問題の解決策と地域社会の変化、などの四点
を明らかにする。
1・日本の鴨緑江森林支配
（1）鴨緑江材伐採権の獲得
　鴨緑江本流の河口から約1000kmを逆上る両岸（右岸は中国、左岸は朝鮮）、さらには支流
澤江の両岸には、一大森林地帯があった。この一帯の森林は天然林であり、針葉樹、潤葉樹
の混交林をな一していた。針葉樹には樹齢200年前後、樹高30m以上のものが多く、潤葉樹はそ
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の下木として生成していた。樹種は紅松を主とし、杉松（唐檜・白檜・バラモミ）、黄花松、
赤柏松などがその申心であった。1919年の時点では、両岸の森林地帯の面積は合計約239万町
歩（朝鮮側172万7238町歩、中国側66万8254町歩）、総材積は約12億尺諦（朝鮮側9億944万尺
締、中国側2億8971万尺締）である。両岸で木材の伐採・搬出に従事する労働者は約3万人、
運材用牛馬は約2万頭と推定された。4〕
　日本はまず左岸（朝鮮側）の森林に注目し、1900年に入るとしばしば森林調査を行い、膨
大な調査書を蓄積していった。1905年11月に朝鮮に第二次日韓協約を強要し、統監府を設置
すると、事実上鴨緑江、豆満江流域の天然林の利権を奪った。朝鮮が日本の植民地となると、
1910年9月に朝鮮総督府（以下、「総督府」と略す）は朝鮮の森林「開発」の名目の下に営林
廠（本廠は新義州）を設置した。総督府は「国有林」で要存予定林野（国有として保存する
必要のあるもの）約519万町歩のうち、鴨緑江・豆満江の流域に属する約211万町歩について
営林廠が管理・経営にあたり、その他の林野は地方庁で管理を担当した。5〕
　右岸（中国側）の森林に関しても、日本は利権の獲得に乗り出した。しかし、中副則の森
林伐採に関しては、中国の土着資本である料桟（木材問屋）、把頭（木把の頭領）、木把（伐
採労働者）などが、木材の伐採、流筏、販乖までを一手に握っていた。このため、日本は容
易に手を出せなかった。しかし、1908年に両国政府は合弁により鴨緑江採木公司を設置し、
森林伐採を行うことになった。資本金は北洋銀300万元とし、営業期間は25年間そ、本店は安
東に置いた。これ以降、右岸から伐採される木材は全て鴨緑江採木公司の手に入り、実権は
日本側グ握ったのである。6〕
（2）伐採と流筏の実態
　朝鮮の営林廠の事業を大別すれば、林野調査、森林土木、造林及び保護、研伐、運材、製
材、販売、漂流木整理などの八種類であった。伐材・造林は営林廠の直営作業とし、流筏ま
でおこ．なった。一筏は鴨緑江・豆満江を流下し、鴨緑江では新義州に、豆満江では茂山・会寧
に各々集積・貯木される。営林廠の流筏量は1921年には32万2435尺諦であり、これは1910年
の約2倍であった。営林廠は1918年3月に「営林廠流筏規定」を設けて、筏夫の管理をおこな
った。この規定は、筏夫は「甲筏夫」（日本で募集の筏夫）、「乙筏夫」（現地募集の日本人・
朝鮮人筏夫）に大別する、筏夫は「筏夫組合」を組織し「組長」のもとで連帯責任を取る、
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などの内容である。当初は日本の熊野川などで経験ある筏夫を募集したが、1921年からは朝
鮮人筏夫の養成を行い、次第に朝鮮人筏夫が増加していった。7〕営林廠以外に、鴨緑江の木
材を直接伐採し、流筏までおこなった最大の民問企業が王子製紙（株）朝鮮工場である。王
子製紙朝鮮工場は総督府の国有林販売量（1928～1932年）の内、一社だけで「直営年期材」
（総督府から立木を買入れ直営で生産したもの）は約13％、「官研年期材」（総督府の官行研伐
材を買入れたもの）は約22％を購入していたように、総督府の木材への依存度はかなり高か
った。同社では「直営年期材」の伐出事業（伐採～流筏）は、岩本組（後に新谷組）が総て
一括して請負った。8〕
　中国の鴨緑江採木公司の事業内容を簡単に見てみよう。伐採に係わったのは、前述したよ一
うに料桟（木材問屋）、木把（伐採労働者）、把頭（大把頭・客把頭・山把頭）である。実際
の伐採・流筏には木把と呼ばれる申国人労働者があたった。鴨緑江採木公司の事業は大きく、
直営事業と貸款事業に大別できる。直営事業とは、伐採・搬出計画などは採木公司が立てる
がその実施は地区別、作業別に把頭に請け負わせる、いわば部分請負事業であった。貸款事
業とは、把頭に伐採資金を貸し付ける把頭貸款と、料桟に伐採資金を貸し付ける料桟貸款の2
種類があった。伐採の過程は、伐木造林、集材、把梨運材、管流、編筏、流筏の5段階に別れ
ていた。9）
　では、伐採から流筏までの具体的な過程を、営林廠を中心に見てみよう。木材の伐採は主
に1o月下旬から12月中旬まで行われる。伐採地で造材さ外た木材は適当なところに集材し、
牛穣によって結氷期を利用して江岸の編筏土場へ運ばれる。ここで集積された木材は、「目賀
切」（流筏用への木材加工）、「土入」（河川への投下）を経て、編筏される。流筏は鴨緑江の
凍結が解ける4月から開始する。特に水流が激しくなる6～10月に本格化し、その最盛期は8，
9月の2ケ月であった。この時期になると鴨緑江の流れは、筏一色となった。鴨緑江は11月上
旬には凍結するため、3月末までは流筏は行われない。m〕1930年代の鴨緑江の流筏には、「支
那式筏」と「日本式筏」の2種類があった。支那式筏は木材を長方形に頑丈に組み合わせる。
1台の長さは約24m、材積は約400尺締であり、その上に小屋まで作る。これに対し、日本式
筏は簡単な作りと軽量が特徴であり、全体を扇子のように組み込んだ。11〕
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表1　鴨緑江の流筏量（1932～1941年）
新　　義　　州 安　　　　東
官営　民営　合計　官営　民営　合計
1932　　　　265．029　　　　225．393　　　　490．420　　　　111．988　　　　201．950　　　　313，938
1933　　　　309．552　　　　368．496　　　　678．048　　　　126．812　　　　164．192　　　　291，004
1934　　　　294．983　　　　341．678　　　　636．661　　　　114．335　　　　194．358　　　　308，693
1935　　　　272．405　　　　308．606　　　　621．011　　　　152．949　　　　235．436　　　　388，385
1936　　　　270．042　　　　326．669　　　　596．711　　　　201．890　　　　　66．554　　　　268，444
1937　　　　693．328　　　　727．320　　　1，420．658　　　　156．054　　　　　34．980　　　　191，034
1938　　　　857．514　　　　535．106　　　1，392．610　　　　142．694　　　　　32．929　　　　175，623
1939
1940
1941
不　　　　　明
不　　　　　明
不　　　　　明
149．000　　　　　60．000　　　　209，000
9．000　　　　20，OO0　　　　110，O00
1．420　　　　　　1，420
単位・㎡
合　計
804，358
969，05
945，354
1，009，354
865，155
1，611，692
1，568．243
不　　明
不　　明
不　　明
1932～1938年は「鴨緑江流筏及水運二関スル調査」『新義州商工会議所月報』1940年1月号、29頁。1939～
1941年は福島勉編『安東産業経済概観』（安東商工会、1942年）60頁。
新義州の「官営」は営林廠、安東の「官営」は鴨緑江採木公司のことである。
　表1で1932年から1938年までの鴨緑江（安東・新義州）の流筏量の特徴を見てみる。全体の
量はこの間に約1．9倍になっているものの、安東と新義州では正反対の現象が生じている。安
東ではこの間に1935年を頂点に急速に低下し、55．9％にまで落ち込んだ。これとは対照的に、
新義州では1937年に大幅に増え、逆に2．8倍へと増加している。官営と民営との関係を見れば、
安東では民営q減少は激しくて16．3％にまで低下し、当初は民営は官営の1．8倍であったもの
が1936年には逆転し、民営は官営の23．1％にまで低下している。一方、新義州では官営・民
営共に着実に伸び、民間と官営は1対1．2から1対1．6へとわずかに官営の伸びが大きい。
（3）木材産業の支配
r満州国」安東省安師の人口は・1…年には・・万…名（中国人・・・…日本人・石％・朝
鮮人7．9％）であり、後述する新義州市の約4倍である。安東市では三大工業として、柞蚕、油
房、木材が有名だった。特に木材産業は「その殆ど総てが邦人経営」によるものであった。I2〕
　前述したように、1908年に鴨緑江採木公司が日中合弁の国際的木材会社として設立される
と、木材取扱量は急激に増え、鴨緑江木材の占める比重は大きくなった。鴨緑江採木公司に
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よる森林伐採高は急速に伸び、1921年には安東着材数量、会社収益、ともに最高を記録した。
しかし、木材市場の好況は長く続かず、北満材、吉林材、左岸朝鮮側の出材量などに次第に
圧倒されてきた。これは鴨緑江材の材質低下（予想以上の森林荒廃）と価格高騰によって販
路が閉ざされたためで、安東の木材市場は急速に不況に陥っていった。木材市況の不振は採
木公司だけでなく料桟たちにも波及し、倒産する料桟が相次いだ。■ユ〕
　1932年「満州国」の設立以降は「集団採伐」の結果、鴨緑江材の安東着筏数は減少し、資
材難に直面した。このため、1935年12月には安東の19の製材所は統合して鴨緑江製材合同
（株）を創設した。これによって、「古き歴史を有する木材都市安東の経済界に一つのピリオ
ド」を打ったのである。安東における製材業者は、最大規模の鴨緑江製材合同以外に、鴨緑
江採木公司、東洋木材（株）安東支店、（株）大二商店、満鮮杭木（株）などがあった。また、
鴨緑江材を使用する利点を受け、安東は「満州国」においては製紙工業が最も発達した都市
だった。安東には、王子製紙系の鴨緑江製紙（株）、六合製紙（株）、安東造紙（株）などが
置かれた。14〕
　では、朝鮮側ではどのような状況だったであろうか。平安北道の本来の中心は義州だった
が、鴨緑江を横断する鴨緑江橋梁が1911年に安東と新義州を結ぶと、．新義州は朝鮮鉄道の京
義線と満鉄の安奉線を結ぶ鉄道交通の要所となり、急速に発展していった。新義州府の1939
年の人口は5万5293人（朝鮮人71．7％、日本人16．O％、中国人12．2％）である。新義州の産業
は林産資源を利用する製材・製紙業を中心に発展し、「木都」として知られていた。同年にお
ける主要90工場の年間工産額は3，858万5，425円であり、業種別に見ると、製材工場（11社）
が1682万6735円と全体の43・6％を占めている。1939年現在、製材業者として大規模なものは、
新義州製材合同、古山商店、新鴨江木材、表谷商会などがあった。■5〕また、製紙工場として
は、朝鮮最大の王子製紙朝鮮工場（1917年設立）があった。前述したようにここで使用する
原木は、朝鮮総督府と密接な取引関係をもっていた。王子製紙朝鮮工場では主にパルプと洋
紙を生産した。16〕
　以上のように、鴨緑江両岸の木材業、製材業、製紙業はいずれも日本政府と日本資本の圧
倒的な影響下にあった。しかし、1930年代の鴨緑江材の流筏量は両都市で対照的であった。
安東は急速に低下したのに対し、新義州は増加をたどっていた。両都市の鴨緑江材に対する
依存度は、安東より新義州がかなり高かった。こうした違いが、水豊発電所建設に対する両
都市の対応の差として現れたと思われる。
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2・鴨緑江水電の流筏処理案とその失敗
（1）鴨緑江水電の流筏処理案
　鴨緑江水電は水豊発電所の設計図や施工方法を決定するにあたって、当時アメリカで工事
中であったボルダーダムの事例を参考とした。しかし、膨大な量の流筏をどう処理するか、
計画当初から苦慮していた。同社建設部長の佐藤時彦は後に、「この流筏の処理方法について
は、随分色々と研究してみた。ダムをクレーンで越させる方法とか、またインクラインで卸
す方法なども考えたが、短時間にダムを通過させるとすれば、どうしても水を使っそ流下す
るより方法がないということになった。色々模型実験なども試みた。また国内の流筏対策も
視察したが、そのスケールの点で全然問題にならないので、独自の案を樹てることにした」17〕
と回雇頁している。
　鴨緑江水電の流筏処理計画は、最終的には次のように説明された。鴨緑江水電は年問流筏
量を75万トンと見込み、流筏処理施設費として450万円を計上し、各水位ごとに流筏できる6
門の門扉付水門を「満州国」側に設け、常に1個、または2個の水門から水深50cmほどの水を
放流しつつ筏を吸い込ませる。水門の下流に続く流筏路は平均6分の1の勾配とし、ダム下流
へ流水とともに滑走させる。
　ダム地点通過の筏は1枚の材積250㎡、長さ約90m、最大幅員約40mの紡錘形であるため、そ
のままではダムを通過できない。このためにこれを6枚、ないしは8枚に分筏レその1枚の幅
を6m以下として通過させる。ダム完成以降は最小限度1日平均187枚の筏を流下させることに
なり、1枚の水門通過時問は3分12・5秒と計算した。
　ダムエ事では半川締切方式を採用する。このため、第1次締切後も鴨緑江の中央部に3分の1
ほど河流を残しており、従来のようにして筏を流すことが可能である。中央部を締切る第2次
締切後は、ダム内の仮排水路4門と仮流筏路2門（高さ8m、幅6m）を設置し、これで筏を処理
するものである。I藺〕しかし、これは工事終了後の対外的な説明であり、実際にはこのように
いかず、試行錯誤の連続だったのである。
　工事着手時点において、鴨緑江水電の流筏計画は不備な点が多かったために、後に朝鮮総
督府鴨緑江水力発電開発委員会（以下、「開発委員会」と略す）や日本の最高の技術者を集め
た鴨緑江堰堤技術委員会（以下、「技術委員会」と略す）から問題点をしばしば指摘さること
になった。
　1937年9月に総督府が下した「電気事業許可に関する命令書」には、「発電用水使用並びに
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工作物設置条件」の項目で、流筏問題について、「第七条　各堰堤設置箇所ニハ（中略）筏ヲ
安全円滑二通過セシメ得ル施設ヲ為スベシ」「第一三条　各堰堤ノ下流部二於ケノk（中略）筏
二付テハ其ノ航行及流下二差支ナキ程度ノ水ヲ放流シ又ハ之二差支ナキ施設ヲ為スベシ」と
条件が付けられ、第5条ではこれから一年以内に実施設計をたてて認可を申請することになっ
ていた。I9）
　この後、鴨緑江水電から流筏施設設計図が提示され、．こ枠が1938年10月に開催された第1回
技術委員会で検討された。討論の中では、「筏ガ水門ヲ円幸骨二通過スルヤ否ヤ又其所要時問等
全ク不明ナリシヲ以テ本件二関シテハ更二実地試験等ノ方法二依リ研究ノ上決定スルコトニ
ナレリ」刎と批判がでた。このため、第1回技術委員会は総督府への答申事項の中では、「流
筏路ノ設計ハ研究ノ上之ヲ決定スルコト」2■〕と述べたにとどまった。
　この指摘を受けて、開発委員会の芹沢技師は、同年1i月に平安北道厚昌郡の東興編筏土場
において流筏試験を行い、筏が水門を通過する時間と、筏を水門に送りこむ時間を測定した。
同時に、総督府は鴨緑江水電に対し、貯水池内筏の曳航設備、繋留設備、堰堤下流の合筏設
備に関して、「屡々具体的計画ノ提出方ヲ督促スル所アリタリモ未ダ其ノ提出ヲ見ズ」という
状況だった。22〕
　開発委員会は1939年4月26，27の両日、曳船による筏曳航試験を新義州の鴨緑江橘梁付近で
4回実施した。これにより「大体曳船三十噸程度、百馬力内外ノモノヲ適当ト認メラレ曳船数
ハ（中略）約四○隻準備スル妻アルモノト認メラレル」との結論を得た。23〕
　同年5月の第2回技術委員会では先の筏曳航試験結果が報告された末、総督府への第2回答申
事項の中で、「流筏施設ハ大体会社ノ設計方針二依ルコトトシ、詳細ナル設計二付テハ更二研
究ノ上流筏ノ円滑ヲ期スルコト」24〕と答申を出した。しかし、実際にはその後も鴨緑江水電
は詳細な計画を作れなかった。そのため、開発委員会は、「其ノ後水電会社二対シテハ堰堤流
筏実施計画書類提出方再々督促セルモ未ダ設計纏マラザル模様ニテ詳細ナル審議ヲ為シ得ザ
ルモノトス。其ノ他貯水池内筏ノ曳航設備繋留設備及合筏設備等二関シテハ水電会社へ対シ
屡々具体的計画ノ樹立方要求中ナリ」25）との状況だった。
　このように、．丁事着士後の1939年5月以降になっても、鴨緑江水電は流筏処理に関する充分
な解決策を提示できiなかった。
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（2）流筏処理の失敗と製材所移転案の浮上
　鴨緑江水電は1939年11月5日に鴨緑江の第2次締切（中央部）を行った。これにより本流は
完全に堰き止められたが、すでに流筏終了期であったために、残木はダムの上流で分筏の上、
ダムの排水路を利用して流下した。
　しかし、1940年6月中旬から流筏が本格化すると、水豊発電所の流筏施設が全く機能しない
ことが判明し、「流筏作業ハ甚シク不成績二終ワリタル」状況であった。その原因は仮流筏建
設工事の遅れにあった。この時点でようやく水門と斜路だけは完成したものの、それは水門
の下段31m、上段35mの地点に過ぎなかった。この状態を開発委貝会は、「〔仮流筏の〕斜路短
ク此ノ勾配急二失シ放水量ノ調節設備未完成ナリシト、排水路ヨリノ押水防禦施設ナカリシ
コト等ノ為流筏路ヲ通過セル筏ハ激流跳躍セル中二突入シ水勢二操マレテ悉ク散乱スル状態
トナレリ。之レ等施設ノ改善ハ時已二後ク手ノ施シ様ナキ（中略）堰堤ヲ通過セル筏材ハ堰
堤下流二於テ之レヲ拾収再編筏ノ上流下セザル可カラザルニ到レルガ本作業ガ甚ダシキ労カ
ヲ要シ完全ナル拾収ヲ為スコトヲ得ズ」26〕と指摘した。
　この事態に対し、鴨緑江水電の技術を信頼していた安東、新義州の住民は大きな打撃を受
け、1940年6月から流筏確保のための陳情活動が拡大していく。
　仮流筏路の失敗を受けて、1940年11月に開催された第3回技術委員会では、総督府への答申
事項の中で、「流筏路ノ実施設計ハ大体会社提出ノ方式二依ルコト」としたものの、「希望事
項」と’して「木材ノ運搬方法二付テハ将来鴨緑江ノ発電用堰堤ノ増設セラルル場合ヲモ予想
シ陸路二依ル運材方法ヲ水運ト併セ考究スルコト」27〕と述べた。流筏施設の失敗により、こ
こに木材の陸路運搬案が初めて浮上した。
　1941年の流筏期に入っても、流筏は鴨緑江水電が期待したようにはいかなかった。当初、
1941年には貯水池水位標高最低95mから通筏する施設を構築する予定だった。しかし、工事
の遅れで貯水池水位標高72mの水位から越筏せざるを得なく、その差23mの間に別に3個の水
門を設けることになった。さらに同年に入ると、筏曳航船に用いる重油の入手に苦しみ、特
に企画院から配給を受けねばならなかった。
　1941年6月の第4回開発委員会に先立ち、総督府内部では「民間製材工場ノ上流移転、上流
二於ケル筏場陸揚施設二付イテハ平安北道知事ト協力之ガ合理的実現ヲ図リ発電堰堤ノ越量
負荷量ヲ軽減セント努メツ々アリ」2島〕と、木材の陸路輸送案からさらに一歩進んで、鴨緑江
河口の民聞製材工場を上流に移転させる案が浮上してきたのである。
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　日本側がまとめた『朝鮮電気事業史』では、製材所の移転について「将来を考えた結果、
上流の満浦鎮に子会杜の大集材場と製材工場が造られた。原始林業が総合的に近代産業への
変革であった」29〕といっているが、これは事実ではない。実際にはこれまで述べたように、
鴨緑江水電の流筏計画が技術的に失敗に終わったことにより、やむを得ず木材の陸送案、さ
らには民間製材所の移転案が浮上したのである。
3・都市住民の陳1青活動
　水豊発電所建設工事によって流筏が不可能になると、鴨緑江木材に依存していた人々はど
のような対応を示したのだろうか。ここでは鴨緑江河口の都市、特に新義州の場合を中心に
見てみよう。
（1）安東
　前述したように、安東の木材市況は不振となわ、森林の枯渇、北満材や吉林材など競争材
の圧迫などで、環境の大きな変化の中で良い成績を上げることができず、1931年の「満州事
変」を迎えた。水豊発電所工事が開始した後に、「満州国」では1939年4月から木材界にも統
制が実施され、木材の伐採、輸入、配給等は全亡林野局が統制し、木材業者の自由販売は事
実上絶望視されるようになった。同年7月には安東の木材業者の代表16名で「安東木材配給組
合」が結成された。これらには中国人料桟は⊥人も含まれておらず、全て日本人であった。
　さらに、1940年9月日中合弁で32年問にわたって鴨緑江右岸の伐採権を一手に握っていた鴨
緑江採木公司が解散した。これ以降は林野局の下部機構である満州林業株式会社が「満州国」
の木材の配給を総て掌握し、計画配給を行った。］o）表1で、1939年から1941年までの安東の着
筏量を見ると、永豊発電所工事中も一定あ水準を維持していたが、1940年には前年の53・6％
にまで落ち、鴨緑江採木公司が解散した1941年には前年の1．3％にまで激減している。特に民
営は一挙に前年比7．1％という激しい落ち込みである。
　安東の木材産業にとって、打ち続く木材不況に加えて、水豊発電所の建設、鴨緑江採木公司’
の解散は決定的な打撃を与えたのである’。＝資料から水豊発電所建設に対する住民の反対運動が
うかがえないのは、木材産業のこうした壊滅的ともいえる状況を反映しているのではなかろうか。
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（2）新義州
　新義州では水豊発電所建設が決定すると、流筏は打撃を受けることが予想されたため、
1937年11月に製材業者は「営林廠方面の絶対的な支持と各工場主の譲歩」を得て、13社（日
本人、朝鮮人）が合同し、新義州製材合同会社を創立した。3■〕
　陳情活動の中心となったのは、新義州商工会議所（以下、商工会議所と略す）であった。
商工会議所では水豊発電所工事着工時の1937年6月、総督、及び関係方面に「鴨緑江水電事業
のため水運及流筏に絶対支障を来たさ・るように施設せられたき旨」を陳情した。つづいて、
同年12月には加藤錬治郎会頭は鴨緑江水電社長野口遵に「流筏施設に関し具体的説明」を求
めた。さらに、1938年5月には総督府に説明を求めることに決し、同年6月には総督府の坂上電
気課長が新義州を訪れ、詳細な説明を行った。同年8月には平安北道庁で具体的実施設計が示
され、関係業者の意見が求められたの、を受けて、会議所がこれを取りまとめ提出した。〕2〕
　1939年4月上旬に総督府農林局長から商工会議所に回答が寄せられ、この中で「流筏対策に
関しては（中略）計画当初より調査研究中の処未だ施設の実施計画は未確定なるも大体左記
の通りの目論見である」と述べられた。さらに、同年4月には総督府農林局の関技師が新義州
を申れた際、原木業者の鴨緑江木材産業組合の主催で「水豊ダム通過施設に関する懇談会」
を開催した。3］〕
　1939年11月、鴨緑江の第2次締切によって鴨緑江は完全に堰き止められ、仮流筏路を利用し
た通筏が始まると、前述したように技術的な失敗が明らかになった。商工会議所も驚き、早
急な対策をたてねばならなかった。同年11月11日には関係官公署、民間業者が参加して「鴨
緑江水力発電に伴ふ水豊ダム流筏問題に関する懇談会」を開催し、この席で「鴨緑江流筏対
策委員会」（以下、「対策委員会」とする）の設置が決定された。これは「問題の重要性に鑑
み府と会議所が同一歩調を取つて進む必要を痛感し、竹本府ヂと懇談の上」での行動だった。
つまり、新義州府と商工会議所が一体となって、総督府への陳情活動を行うことになった。
流筏対策委員となった10名（日本人8名、朝鮮人2名）の顔触れは、次の通りである。
　野原藤治郎（府会議員）、李煕迫（府会議員）、加藤錬治郎（商工会議所会頭）、中込精一
（副会頭）、超尚鉦一（同副会頭）、神保信吉（同特別議員）、多田栄吉（鴨緑江木材産業組合組
合長）、麦谷佐平（新義州木材商組合組合長）、柴田祐光（新義州製材合同会社社長）、福西元
二郎（鴨緑江原木問屋組合組合長）34〕
　この10名の経歴にはいくつかの特徴がある。第一にこの中の6名（加藤、中込、趨、神保、
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多田、柴田）は過去に府会議員を勤めており、これに現職まで加えると府会議員は8名にも達
する。第二に3名（野原、中込、趨）は過去に木材に関係しており、現職まで加えると、7名
が木材関係者である。第三に朝鮮人が2名含まれていることは、朝鮮人の反村の意思を代弁し
たものといえよう。35〕つまり、流筏対策委員の多数は、木材業界の指導者（日本人、朝鮮人）
として商工会議所内でも重きをなし、さらには府会議員（元・現）として一定の発言力をも
つ集団だったといえる。
　第1回対策委員会は同年11月28日に開催され、竹本新義州府ヂも出席した。これに続き、12
月10日には第2回対策委員会が開催され、7名の陳情委員が選ばれた。陳情委員は南次郎総督
以下総督府幹部8名宛に「鴨緑江流筏二関スル陳情書」を提出した。この内容は、「最近府民．
間二流筏不能説ガ流布セラレ人心極度ノ動揺ノ兆アルヲ以テ（中略）御当局二於レテハ重ネ
テ鴨緑江水力発電会杜ヲシテ流筏施設ノ完壁ヲ期セシメ如何ナル事情アルモ断ジテ現在ノ流
筏量ヲ減殺セシメザルヨウ御措置相願度」とし、さらには沿岸鉄道敷設促進も依頼した。続
いて、同年12月16日には新義州府会議員と商工会議所議員、特別議員によって「流筏対策懇
談会」が開かれた。この席上、加藤会頭は「本問題は単なる木材業者のみの関心事には非ず
して新義州六万府民」と密接な関係があると声をあげた。36〕
　1940年4月に鴨緑江木材産業組合と鴨緑江水電は総督府の斡旋により、r昭和15年度民問材
水豊堰堤通筏協定」を結んだ。これにより業界の懸念も一応は解決したが、同年の流筏期に
入ると、実際には協定のようにはいカiなかった。本格的な「流筏季に入り遂に円滑を欠き、
最盛季の昨今に至つても以前安〔東〕義〔州〕着筏激減、これがため木材関係工場は操短或
は全休の已むなき状態に立至つた」のである。鴨緑江水電が約束した1940年の通筏量は、鴨
緑江の両岸の双方で213万尺締（新義州153万尺締・安東60万尺締）であった。ところが、7月
現在の安・義着筏量は3万8000尺締に過ぎず、前年同期の67万尺締に比べると、わずか5．7％
にすぎなかった。ダム通筏量は鴨緑江水電の計画通筏予定量一日40台の僅か10分の1である4
～5台であった。ヨ7〕
　6月25日に新義州では流筏対策委員会を開催した。席上では「一部には府民大会開催すべし
との硬論もあつた」が、一応鴨緑江水電の真意を質すこととした。これを受けて、7月1日久
保田専務は新義州を訪問し、流筏対策委員会と質疑を交わした。久保田は「会社側としては
本施設に対し充分の関心と相当の準備を用意したのであるが、また今後に於ても如何なる犠
牲をも厭はず打開の方策を構ずる積りである」と謝罪した。委員会側は、繋筏施設が不完全
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であること、編筏施設に一層留意すること、などを要求したものの、久保田の回答を「大体
に了承し」たのであった。洲
　8月1日には西元平北知事は総督府を訪れ、局面打開に乗り出した。この直前（月日不明）
に鴨緑江水電の幹部が「水電開発は国策であり、これによる業者の犠牲は仕方がない」と発
言し、各方面を刺激した。このため、8月に総督府の湯村農林局長は「総督府では開発も国策
であり、流筏も国策である以上、軽重はない」と言明した。洲
　しかし、これ以降も流筏の状況は好転しなかった。同年10月以降、鴨緑江水電も労働者を
増員して流筏に全力を注いだが、残材が大きく安東・新義州への着筏量は官民材を合わせて
僅かに1oo万尺締にすぎなかった。水豊ダムまで着いた155万尺諦（官材80万・民材30万・鴨
緑江採木公司30万・王子製紙用15万）の流筏のうち、150万尺諦までは通筏したが、無事に新
義州まで着いたのは約70％1干過ぎず、特に民間材は残木が多かった。この間の事情を一木材
業者は、「製材界の打撃は直に多数の販売業者にも波紋を投げかけ、多くの材木店は売る可き
木材が手に入らず開店休業という有様でありました。（中略）木材界の不振は直に府民経済に
も反映し昨年〔1940年〕下季の経済金融界は極めて不活発に終始した様であります。（中略）
昨年冬から問題化された朝鮮木材統制問題の帰趨であります。（中略）木材統制の強化を見る
に至つたことは業界としては全く致命傷というべきでありませう」4ωと述べている。このよう
に、鴨緑江の中央部の締切、仮流筏路による通筏の不振、さらに木材統制などによって、新
義州の木材関係業者は決定的な打撃を受けたのである。
4・流筏問題の解決策と地域社会の変化
（1）流筏問題の解決
　1940年夏期の流筏結果が悪かったことは大きな安東、新義州に衝撃を与えた。工事の進捗
につれ、辛た流筏が不可能になったため、問題解決への歩みは早くなった。
　1941年1月には高平平北知事は総督府と最後の交渉に赴いた。州これを受けて、2月18日に
は新義州では官民合同の「流筏合同協議会」が開催され、最終決定策が議論されることにな
った。42）さらに、2月24日に鴨緑江水電は製材業者とも懇談を行った。4ヨ〕平安北遺庁の最終妥
結案は、新義州の民間製材所の一部を奥地に移転させて原木の消費量を押さえると同時に、
鴨緑江水電は営林廠直営の製材工場の原木確保に重点をおくことになった。44〕こうした流れ
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の中で、3月30日には鴨緑江水電と民問製材所の間で交渉は成立した。これは、製材所の移転
先は満浦鎮とする、営林廠・王子製紙朝鮮工場については最大限の流筏を行う、製材所の移
転費用は全て鴨緑江水電が保障するという内容だった。45〕つまり、鴨緑江水電は総督府営林
廠・王子製紙朝鮮工場という最大手の利益を優先させ、その他の民間中小工場は移転という
方法を取ったのである。．
　製材所の移転地となった満浦鎮は平安北道江界郡にあり、新義州より鴨緑江上流に位置す
る。総督府は朝鮮と「満州国」を結ぶ新たな幹線鉄道とするため、総督府鉄適局の平元線
（平壌・元山）の順川を起点に、熈川・江界・満浦鎮にいたる満浦線を1935年に完成させてい
た。満浦線は「満州国」側の満鉄梅輯線（梅河・輯安）の輯安と連結していた。46〕
　鴨緑江水電は多数の民間製材所を満浦鎮へ移転させると同時に、同年6月新義州の製材所と
しては最大である新義州製材合同の株式の半分を購入することで合意した。鴨緑江水電の購
入価格は1株84円60銭で32万株、その他を含めて総額276万6600円であった。こうして鴨緑江
水電は新義州製材合同を日窒コンッェルンに吸収したのである。47〕
　さらに、翌1942年2月19日、白石平安北道知事の斡旋で、鴨緑江水電と新義州製材組合との
間で調印が成立した。48）これによって、流筏問題は一応の解決を見たのである。
（2）安東・新義州・満浦鎮の変化
　1）安東
　鴨緑江材が安東にもたらされなくなったことは、安東に大きな影響を与えた。安東省の林
業は「鴨緑江水電開発の進捗に伴ひ大打撃を蒙つてをり今後何等かの打開策を講ぜられるも
のとは思はれるが旧に復することは不可能で長期に亘つて不調時代が続く模様である」とい
われた。また、安東市の製材業はr鴨緑江水豊ダムの構築により流筏は殆ど絶望視されるに’
至つたが、陸送により操業を継続する一方上流への移転が考慮されてゐる」という状態であ
った。49〕
　製紙業にも大きな影響を与えた。鴨緑江製紙では鴨緑江材の不足から「会社の木材集荷活
動の将来に大きな困難をもたら」し、1945年3月に同業2社と合併し、安東製紙工業を設立し
た。同工場のパルプ生産量は自工場需要量の半分程度となり、残り半分は日満パルプ株式会
社からの供給．を受けた。この理由について王子製紙の社史は、「それほどに鴨緑江流域の木材
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資源の減少が大きく影響していたのである」帥と述べている。
　安東では「木都」からの脱出を図り、この後「工業的生産都市」として浮上を図った。そ
の理由は、竿一に水豊発電所の建設により電力供給条件に恵まれたこと、第二には東辺道の
鉄、石炭などの地下資源開発に着手したこと、第三には不凍港大東港の建設と総合工業地区
が設定されたことなどがその背景にあった。5I〕
　2）新義州
　鴨緑江水電は有力な民問業者を買収したり、多くの民問業者を満浦鎮へ移転させた。その
一方、鴨緑江水電は営林廠と王子製紙朝鮮工場の流筏を最優先したが、実際には王子製紙朝
鮮工場ですら1941年の実績は流下予定量のわずか約30％にとどまった。また、鴨緑江水電は
木材業者以外に補債を行わなかったため、産業界の不満は高かった。1942年に朝鮮無水酒精
所長はその不満を、「ダム建設着工前に鴨緑江水電は必ず〔筏を〕流すと約束してゐる。この
最初の約束通り流すのが鴨緑江水電の責務ではなからうか」と述べているほどである。また、
この座談会では王子製紙朝鮮工場長の発言すら1o行以上にわたって削除されていることから
も52〕、いかに業者の不満が高かったかが推測される。
　流筏の激減、製材所の移転によって、新義州の木材関係産業は大きな打撃を受けた。新義
州でも安東と同様に、「木都から工都への飛躍」が叫ばれた。すでに水豊発電所の電力を利用
し、鴨緑江河口の多獅島港の築港計歯が進められた。さらに、総督府と平安北道庁は新義州
一多獅島間の広大な土地（約2万㎡）の総合市街地化計画を建て、新義州、楊市、多獅島の三
つの都市計画に分けて、工業都市建設をはかった。53〕
　3）満5甫金真
　1941年6月から新義州の製材所は、鴨緑江の上流に位置する満浦鎮へ移転を開始した。1942
年初頭には満浦鎮とその一帯が、新たな「木都」として登場してきた。
　満浦邑内の製材所で大規模なものは、新義州製材合同（株）満浦工場、三栄製材所、満浦
製材所、新義州豊林商会ベニヤエ場などであった。特に新義州製材合同（株）満浦工場は鴨
緑江水電が買収した会杜で、資本金は150万円、代表は久保田豊である。また、煕川郡には三
和製材所、煕川製材所があり、江界邑には新江製材所、江界製材所などがあった。このよう
に鉄道満浦線沿線に製材所が集まった理由は、満浦線の開通による輸送力の増強、これに基
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く沿線地方の経済活動の活発化などであった。満浦邑における製材所は鴨緑江の流筏を原料
として使用しているのに対し、満浦邑より南部の満浦線沿線の製材工場は、江界郡、煕川郡
における禿盧江、清川江沿岸の原木を使用しているのが大きな違いだった。54〕
　このように鴨緑江材の運搬経路は、水豊発電所建設によって完全に断ち切られた。流筏は
水豊上流への満浦鎮までの流筏にとどまり、ここからは鉄道輸送によって平壌へ向かう満浦
線の都市である満浦、江界、前川、伸岩、古仁、煕川などが新たな「木都」となったのであ
る。
おわりに
　以上、水豊発電所建設と鴨緑江の流筏問題との関係について考察してきた。その内容を要
約すれば、以下の通りである。
　第一に、日本は鴨緑江の右岸（中国側）には鴨緑江採木公司、鴨緑江製材合同、鴨緑江製
紙などがあり、左岸（朝鮮側）には総督府営林廠、新義州製材合同、王子製紙朝鮮工場を所
有していた。つまり、山林所有者（機関）、製材業者、製紙業者のいずれも日本資本であった。
本来は朝鮮人、中国人の意向が重視されねばならないにもかかわらず、日本の河川支配、鴨
緑江木材支配が徹底していたため、流筏処理案は鴨緑江水電、さらには日本め意図通りに展
開したのである。
　第二に、鴨緑江水電が計画した流筏処理計画は、技術的には完全な失敗であった。仮流筏
施設の遅れや技術的・な失敗により、流筏処理は暗礁に乗り上げた。鴨緑江水電は安東、新義
州への流筏量を抑制するため、多くに民間木材業者を上流の満浦鎮に移転させ、さらには最
大手の新義州製材合同を買収した。その一方で、鴨緑江水電は総督府営林廠、王子製紙朝鮮
工場などの大手企業（機関）の流筏を優先させた。
　第三に、鴨緑江の流筏問題に対する反対運動は、安東、新義州のいずれも低調であった。
安東では木材産業そのものが低迷したこともあって、顕著な活動はなされなかったようであ
る。新義州では商工会議所が中心になり、新義州府とともに朝鮮総督府に対する流筏確保の
陳情活動を行ったにとどまった。この中には一部朝鮮人業者も含まれていた。ただし、大多
数を占める朝鮮人、中国人の意思は組織化されず、表面化しなかった。．
　第四に、鴨緑江の流筏が不可能となったため、安東、一薪義州の製材、製紙に依存していた
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産業構造は大きく変化した。両都市とも水豊発電所の奄力を使用する、大規模工業地帯建設
（大東港、多獅島）への期待を強めた。また、新義州からの製材所の移転により満浦鎮から平
壌にいたる満浦線沿線が新たな木材都市として浮上していった。
　流筏とならぶ重要な問題である船舶通行問題、鴨緑江の経済圏の変化などについては、稿’
を改めることにする。
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